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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造であって、
　前記鋼管柱に設けられ、前記鉄筋コンクリート梁の梁主筋が定着された上下一対の通し
ダイアフラムと、
　前記鋼管柱に前記上下一対の通しダイアフラムを上下に挟むように設けられた上下一対
の内ダイアフラムと、
　前記通しダイアフラムと前記内ダイアフラムとの間に設けられ、前記鋼管柱の内壁面と
前記通しダイアフラム及び前記内ダイアフラムの少なくとも一方とに固定された補強部材
と
　を備える、鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造。
【請求項２】
　前記鉄筋コンクリート梁の材端における上下両端と前記鋼管柱の外壁面とは、離間され
ている請求項１に記載の鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造。
【請求項３】
　鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合方法であって、
　前記鋼管柱の仕口部を構成する仕口部材の上下両端に、通しダイアフラムを溶接する工
程と、
　前記鋼管柱の柱部を構成する柱部材の上下両側における上端又は下端から離れた位置に
、内ダイアフラムを溶接する工程と、
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　前記内ダイアフラムと前記鋼管柱の内壁面とに補強部材を当接させて溶接する工程と、
　前記通しダイアフラムと前記柱部材の前記上端又は下端とを溶接することにより前記仕
口部材と前記柱部材とを接合する工程と、
　前記仕口部材と前記柱部材とを接合することにより得られた前記鋼管柱を建て込む工程
と、
　建て込まれた前記鋼管柱の前記通しダイアフラムに前記鉄筋コンクリート梁の梁主筋を
定着させる工程と
　を備える、鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造及び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造として、鉄筋コンクリート梁の梁主筋がダイ
アフラムに溶接されたもの（例えば、特許文献１参照）が知られている。また、鉄筋コン
クリート梁とＳＲＣ造の柱との接合構造として、鉄筋コンクリート梁のネジ節鉄筋からな
る梁主筋が、十字型鉄骨のフランジに溶接されたネジ式機械式継手に螺合されたもの（例
えば、特許文献２参照）が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００２－８８９０９号公報
【特許文献２】特開２００４－３４６６１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に記載の接合構造では、地震等により鉄筋コンクリート梁に曲げモーメント
が作用すると、鉄筋コンクリート梁の材端の上下一方側で圧縮応力が生じ、鉄筋コンクリ
ート梁の上端又は下端とその近傍のダイアフラムとの間では、鋼管柱に局部的な押圧力が
作用する。そのため、該局部的な押圧力に対する耐力を確保するために、鋼管柱の厚みを
大きくして剛性を上げたり、鋼管柱の内側に内ダイアフラムを設けたりすることが考えら
れる。しかしながら、前者は、鋼管柱のコストが増大し、後者は、梁主筋を定着するダイ
アフラムと内ダイアフラムとの間での鋼管柱の変形が抑えられずに鉄筋コンクリート梁の
曲げ性能が損なわれるという課題がある。
【０００５】
　さらに、鉄筋コンクリート梁を接合する柱をＳＲＣ造にしたり（特許文献２参照）、あ
るいは、該柱をＣＦＴ造にしたりすることも考えられる。しかしながら、一部の梁を鉄筋
コンクリート梁とする鉄骨造の建築物を施工する場合等において、柱は鋼管に統一したい
との要請があることも想定される。
【０００６】
　本発明は、上記の課題に鑑みなされたものであり、鉄筋コンクリート梁と鋼管柱とを接
合するにあたり、鋼管柱のコストを抑えると共に、鉄筋コンクリート梁の曲げ性能を確保
することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造は、前記鋼管柱に設けられ、前
記鉄筋コンクリート梁の梁主筋が定着された上下一対の通しダイアフラムと、前記鋼管柱
に前記上下一対の通しダイアフラムを上下に挟むように設けられた上下一対の内ダイアフ
ラムと、前記通しダイアフラムと前記内ダイアフラムとの間に設けられ、前記鋼管柱の内
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壁面と、前記通しダイアフラム及び前記内ダイアフラムの少なくとも一方とに固定された
補強部材とを備える。
【０００８】
　上記の鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造において、前記鉄筋コンクリート梁の
材端における上下両端と前記鋼管柱の外壁面とは、離間されていてもよい。
【０００９】
　また、本発明に係る鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合方法は、前記鋼管柱の仕口部
を構成する仕口部材の上下両端に、通しダイアフラムを溶接する工程と、前記鋼管柱の柱
部を構成する柱部材の上下両側における上端又は下端から離れた位置に、内ダイアフラム
を溶接する工程と、前記内ダイアフラムと前記鋼管柱の内壁面とに補強部材を当接させて
溶接する工程と、前記通しダイアフラムと前記柱部材の前記上端又は下端とを溶接するこ
とにより前記仕口部材と前記柱部材とを接合する工程と、前記仕口部材と前記柱部材とを
接合することにより得られた前記鋼管柱を建て込む工程と、建て込まれた前記鋼管柱の前
記通しダイアフラムに前記鉄筋コンクリート梁の梁主筋を定着させる工程とを備える。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、鉄筋コンクリート梁と鋼管柱とを接合するにあたり、鋼管柱のコスト
を抑えると共に、鉄筋コンクリート梁の曲げ性能を確保することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】一実施形態に係る鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造を、コンクリートを
透かして示す平断面図である。
【図２】一実施形態に係る鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造をコンクリートを透
かして示す立断面図（図１の２－２断面図）である。
【図３】一実施形態に係る鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造をコンクリートを透
かして示す立断面図（図１の３－３断面図）である。
【図４】鉄筋定着機構を拡大して示す平断面図である。
【図５】鉄筋コンクリート梁に曲げモーメントが作用した状態を示す立断面図である。
【図６】鋼管柱を作製する手順を示す立断面図である。
【図７】鋼管柱を作製する手順を示す立断面図である。
【図８】鉄筋コンクリート梁を鋼管柱に接合する手順を示す立断面図である。
【図９】鉄筋コンクリート梁を鋼管柱に接合する手順を示す立断面図である。
【図１０】他の実施形態に係る鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造をコンクリート
を透かして示す立断面図である。
【図１１】参考例に係る鉄筋コンクリート梁と鋼管柱との接合構造をコンクリートを透か
して示す立断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の一実施形態について図面を参照しながら説明する。図１は、一実施形態
に係る鉄筋コンクリート梁１０と鋼管柱２０との接合構造を、コンクリートを透かして示
す平断面図であり、図２は、該接合構造を示す立断面図（図１の２－２断面図）であり、
図３は、該接合構造を示す立断面図（図１の３－３断面図）である。これらの図に示すよ
うに、鋼管柱２０は、角型鋼管からなる逆打ち支柱であり、仕口部（鉄筋コンクリート梁
１０との接合部）には、上下一対の通しダイアフラム２２と上下一対の内ダイアフラム２
４とが設けられている。なお、本実施形態では、鋼管柱２０を逆打ち支柱としているが、
上部架構の柱としてもよい。
【００１３】
　通しダイアフラム２２は、矩形板状のダイアフラム部２２Ａと、該ダイアフラム部２２
Ａの四辺の少なくとも一辺に設けられた矩形状の鉄筋定着部２２Ｂとを備えている。この
通しダイアフラム２２は、ダイアフラム部２２Ａと鉄筋定着部２２Ｂとが一体で鋼板から



(4) JP 6390360 B2 2018.9.19

10

20

30

40

50

切り出されることにより成形されている。
【００１４】
　鋼管柱２０は、上下のダイアフラム部２２Ａの間に配された仕口部２０Ａと、仕口部２
０Ａの上下に配された柱部２０Ｂとを備えている。仕口部２０Ａの上端は、上側のダイア
フラム部２２Ａの下面に溶接され、仕口部２０Ａの下端は、下側のダイアフラム部２２Ａ
の上面に溶接されている。また、上側の柱部２０Ｂの下端は、上側のダイアフラム部２２
Ａの上面に溶接され、下側の柱部の上端は、下側のダイアフラム部２２Ａの下面に溶接さ
れている。
【００１５】
　ダイアフラム部２２Ａの外周部は、鋼管柱２０の外周面から水平に張り出しており、鉄
筋定着部２２Ｂは、ダイアフラム部２２Ａの外周縁部から水平に張り出している。
【００１６】
　一対の内ダイアフラム２４は、一対の通しダイアフラム２２を上下に挟むように柱部２
０Ｂ内に配された鋼板であり、その外周縁部が柱部２０Ｂの内周面に溶接されている。上
側の内ダイアフラム２４は、鉄筋コンクリート梁１０の上端と同じ高さに配され、下側の
内ダイアフラム２４は、鉄筋コンクリート梁１０の下端と同じ高さに配されている。
【００１７】
　鉄筋コンクリート梁１０の材軸方向端部には、上下にそれぞれ２段ずつ配筋された梁主
筋１２と、上側の上段の梁主筋１２と下側の下段の梁主筋１２とを囲うように配筋された
梁あばら筋１４と、上下一対の鉄筋定着機構３０とが備えられている。上側の上段の梁主
筋１２は、上側の通しダイアフラム２２より上側に配筋され、上側の下段の梁主筋１２は
、上側の通しダイアフラム２２より下側に配筋されている。また、下側の上段の梁主筋１
２は、下側の通しダイアフラム２２より上側に配筋され、下側の下段の梁主筋１２は、下
側の通しダイアフラム２２より下側に配筋されている。
【００１８】
　鉄筋コンクリート梁１０の梁主筋１２よりも材軸方向中央側には、各梁主筋１２と継手
により繋ぎ合わされる梁主筋（図示省略）が配筋されている。梁主筋１２は、ネジ節鉄筋
である。また、梁主筋１２と材軸方向中央側の梁主筋とは、グラウト充填式鋼管スリーブ
又は重ね継手により繋ぎ合わされている。
【００１９】
　鉄筋定着機構３０は、鉄筋定着部２２Ｂを上下に挟みボルトＢ及びナットＮで締結され
た上下一対の鋼板３２と、各鋼板３２に溶接された複数の鉄筋接続用カプラー３４とを備
えている。鋼板３２は、鉄筋定着部２２Ｂと同形状及び同寸法であり、上下の鋼板３２と
その間の鉄筋定着部２２Ｂとの全体が重なっている。また、ボルトＢは、高力ボルト又は
超高力ボルト等である。
【００２０】
　複数の鉄筋接続用カプラー３４は、各段の梁主筋１２と同じ間隔で平行に配されており
、各鉄筋接続用カプラー３４にねじ節鉄筋である梁主筋１２の端部が螺合している。また
、上下の鋼板３２とその間の鉄筋定着部２２Ｂには、複数の貫通孔３２Ａ、２２Ｃが形成
されている（図４参照）。この複数の貫通孔３２Ａ、２２Ｃは、鉄筋接続用カプラー３４
間に配されており、この貫通孔３２Ａ、２２Ｃに通されたボルトＢとナットＮとにより、
上下の鋼板３２とその間の鉄筋定着部２２Ｂとが締結されている。これにより、上下それ
ぞれ２段の梁主筋１２が、鋼管柱２０に定着されている。
【００２１】
　ここで、図４に示すように、貫通孔３２Ａ、２２Ｃの直径は、ボルトＢの直径よりも大
きくなっている。また、鋼板３２及び鉄筋接続用カプラー３４の鋼管柱２０側の端部と、
鋼管柱２０の外壁面との間には、隙間が確保されている。このため、鋼板３２と鉄筋定着
部２２Ｂとの相対位置が、ボルトＢと貫通孔３２Ａ、２２Ｃとのクリアランスの分だけ調
整可能である。
【００２２】
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　図１及び図２に示すように、ダイアフラム部２２Ａと内ダイアフラム２４との間には、
複数の補強リブ４０、４２が設けられている。この複数の補強リブ４０、４２は、鋼管柱
２０の各辺毎に複数ずつ（本実施形態では、２個ずつ）設けられている。補強リブ４０は
、台形状の鋼板であり、補強リブ４２は、矩形状の鋼板である。また、補強リブ４０、４
２の高さは、共にダイアフラム部２２Ａと内ダイアフラム２４との距離と同等であり、補
強リブ４２の幅は、補強リブ４０の上底及び下底の長さよりも小さくなっている。なお、
補強リブ４０の上底及び下底については、他方よりも短い方を上底、上底よりも長い方を
下底と称する。
【００２３】
　鋼管柱２０の各辺に対応して設けられた複数の補強リブ４０、４２は、梁幅方向に並べ
て配されている。複数の補強リブ４０が複数の補強リブ４２に対して梁幅方向の内側に配
されている。補強リブ４０、４２は、鋼管柱２０の内壁面から鋼管柱２０の中心側へ延び
ている。
【００２４】
　補強リブ４０は、脚の一方の辺と上底及び下底とが直角であり、当該脚の一方の辺が鋼
管柱２０の内壁面に当接し、下底が内ダイアフラム２４に当接するように配されている。
また、補強リブ４２は、一辺が鋼管柱２０の内壁面に当接し、当該一辺と直角の他の辺が
内ダイアフラム２４に当接するように配されている。
【００２５】
　ここで、補強リブ４０の脚の一方と鋼管柱２０の内壁面とは溶接され、補強リブ４０の
下底が内ダイアフラム２４に溶接されている。また、補強リブ４２の上記一辺と鋼管柱２
０の内壁面とが溶接され、補強リブ４２の上記他の辺と内ダイアフラム２４とが溶接され
ている。なお、補強リブ４０は台形状の鋼板には限られず、矩形状の鋼板でもよい。
【００２６】
　図５は、鉄筋コンクリート梁１０に曲げモーメントが作用した状態を示す立断面図であ
る。この図に示すように、地震時に鉄筋コンクリート梁１０に曲げモーメントが作用する
と、鉄筋コンクリート梁１０の材端では、中立面を境にして上下一方側では圧縮応力が生
じ、上下他方側では引張応力が生じる。
【００２７】
　ここで、鉄筋コンクリート梁１０の材端に生じる圧縮応力により、鋼管柱２０のダイア
フラム部２２Ａと内ダイアフラム２４との間の部分が押圧されるが、当該部分及び内ダイ
アフラム２４とに溶接された補強リブ４０、４２が、当該部分に作用する押圧力に対して
抵抗する。これによって、鋼管柱２０の当該部分の変形が抑えられ、鉄筋コンクリート梁
１０の曲げ性能が十分に発揮されることになる。
【００２８】
　図６及び図７は、鋼管柱２０を作製する手順を示す立断面図である。まず、図６に示す
ように、工場において、柱部２０Ｂの上下両端に内ダイアフラム２４を溶接し、補強リブ
４０、４２を、内ダイアフラム２４と柱部２０Ｂの内壁面とに溶接する。ここで、補強リ
ブ４０の下底を内ダイアフラム２４に溶接し、補強リブ４０の下底に対して直角の辺を柱
部２０Ｂの内壁面に溶接する。また、補強リブ４２の一辺と当該一辺に対して直角の辺と
を夫々、内ダイアフラム２４と柱部２０Ｂの内壁面とに溶接する。
【００２９】
　また、図７に示すように、工場において、仕口部２０Ａの上下両端に通しダイアフラム
２２を溶接する。そして、通しダイアフラム２２を溶接した仕口部２０Ａと、内ダイアフ
ラム２４及び補強リブ４０、４２を溶接した柱部２０Ｂとを溶接することにより鋼管柱２
０を作製する。この際、補強リブ４０、４２が、ダイアフラム部２２Ａと内ダイアフラム
２４との間に設けられる。
【００３０】
　図８及び図９は、鉄筋コンクリート梁１０を鋼管柱２０に接合する手順を示す立断面図
である。ここで、鉄筋コンクリート梁１０の少なくとも材軸方向の端部は、コンクリート
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を現場打ちすることにより構築する。なお、鉄筋コンクリート梁１０の材軸方向の中央側
は、プレキャストコンクリート部材により構成してもよく、コンクリートを現場打ちする
ことにより構築してもよい。
【００３１】
　また、鋼管柱２０は、逆打ち支柱であるところ、地盤を削孔して杭を打設した後に、先
端が杭に挿入されるように孔内で建て込まれる。その後、鋼管柱２０の周囲の孔が埋め戻
される。この逆打ち支柱である鋼管柱２０の先端を杭の鉄筋コンクリートに挿入する際や
、埋め戻される土砂により、鋼管柱２０の建て込み精度に狂いが生じる可能性がある。こ
こで、鋼管柱２０は鉄筋接続用カプラー３４が取り付けられていない状態で建て込まれる
ことにより、鉄筋接続用カプラー３４に土砂が入るようなことはない。
【００３２】
　そして、逆打ち工法における掘削及び地下躯体の施工が進行して、所定階の鉄筋コンク
リート梁１０を鋼管柱２０に接合するにあたり、まず、図８に示すように、梁主筋１２、
該梁主筋１２と繋ぎあわせる梁中央側の不図示の梁主筋、及び梁あばら筋１４を配筋する
。
【００３３】
　次に、図９に示すように、鉄筋定着部２２Ｂに、予め工場で作製された鉄筋定着機構３
０を設置して、ボルトＢ及びナットＮで仮止めする。そして、鉄筋接続用カプラー３４の
位置及び向きを調整しながら、梁主筋１２の端部を鉄筋接続用カプラー３４に螺合させ、
その後、ボルトＢ及びナットＮを本締めする。その後、鉄筋コンクリート梁１０の材端を
、コンクリートを現場打ちすることにより構築する。
【００３４】
　以上説明したように、本実施形態に係る鉄筋コンクリート梁１０と鋼管柱２０との接合
構造では、鋼管柱２０に設けられた上下一対の通しダイアフラム２２に、鉄筋コンクリー
ト梁１０の上下の梁主筋１２が定着され、上下一対の内ダイアフラム２４が、鋼管柱２０
に上下一対の通しダイアフラム２２を上下に挟むように設けられている。ここで、通しダ
イアフラム２２と内ダイアフラム２４との間には、補強リブ４０、４２が設けられており
、この補強リブ４０、４２が、鋼管柱２０における鉄筋コンクリート梁１０が接合される
面の裏側の面と、内ダイアフラムの少なくとも一方とに固定されている。
【００３５】
　これにより、鋼管柱２０のダイアフラム部２２Ａと内ダイアフラム２４との間の部分が
、補強リブ４０、４２によって補強されることから、鉄筋コンクリート梁１０に曲げモー
メントが作用して鉄筋コンクリート梁１０の材端の上下一方側に圧縮応力が生じた際に、
鋼管柱２０のダイアフラム部２２Ａと内ダイアフラム２４との間の部分に生じる変形を抑
えることができ、鉄筋コンクリート梁１０の曲げ性能を十分に発揮させることができる。
従って、鋼管柱２０の剛性増加のための厚みの増大を抑えることができ、鋼管柱２０のコ
ストを抑えることができる。
【００３６】
　ここで、一部の梁を鉄筋コンクリート梁とする鉄骨造の建築物を施工するにあたり、柱
を鋼管に統一したいとの要請があることが考えられるところ、本実施形態に係る接合構造
によれば、鋼管柱２０に接合した鉄筋コンクリート梁１０の曲げ性能を十分に確保するこ
とができるので、鉄筋コンクリート梁１０を接合する柱をＳＲＣ造等によることを要せず
、上記要請に対応できる。
【００３７】
　図１０は、他の実施形態に係る鉄筋コンクリート梁１０と鋼管柱２０との接合構造を、
コンクリートを透かして示す立断面図である。この図に示すように、本実施形態に係る接
合構造では、鉄筋コンクリート梁１０の材端の上部と鋼管柱２０の外壁面との間、及び鉄
筋コンクリート梁１０の材端の下部と鋼管柱２０の外壁面との間に、帯状の緩衝材４４が
介在している。この緩衝材４４は、スタイロフォームやゴム等の上記押圧力により圧縮変
形する部材である。
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【００３８】
　上側の緩衝材４４は、上側の鉄筋定着部２２Ｂの上側において梁幅方向全域に設けられ
、下側の緩衝材４４は、下側の鉄筋定着部２２Ｂの下側において梁幅方向全域に設けられ
ている。これにより、上側の通しダイアフラム２２の上側と下側の通しダイアフラム２２
の下側とにおいて、鉄筋コンクリート梁１０の材端と鋼管柱２０の外壁面とが離間してい
る。なお、鉄筋コンクリート梁１０の材端の上下と鋼管柱２０の外壁面とが離間していれ
ばよく、緩衝材４４を介在させることは必須ではない。
【００３９】
　かかる構成の接合構造によれば、鉄筋コンクリート梁１０に曲げモーメントが作用して
鉄筋コンクリート梁１０の材端の上下一方側に圧縮応力が生じた際に、鋼管柱２０のダイ
アフラム部２２Ａと内ダイアフラム２４との間の部分に、鉄筋コンクリート梁１０から作
用する押圧力を緩和できる。これにより、鉄筋コンクリート梁１０に曲げモーメントが作
用した際に、補強リブ４０、４２による補強効果と相俟って、鋼管柱２０のダイアフラム
部２２Ａと内ダイアフラム２４との間の部分に生じる変形を抑えることができ、鉄筋コン
クリート梁１０の曲げ性能を十分に発揮させることができる。
【００４０】
　図１１は、参考例に係る鉄筋コンクリート梁１０と鋼管柱２０との接合構造を、コンク
リートを透かして示す立断面図である。この図に示すように、本参考例に係る接合構造で
は、上側の鉄筋定着部２２Ｂの上と下側の鉄筋定着部２２Ｂの下とにそれぞれ、帯状の緩
衝材４４が設けられており、該緩衝材４４が、鉄筋コンクリート梁１０の材端の上部また
は下部と鋼管柱２０の外壁面との間に介在している。これにより、上側の通しダイアフラ
ム２２の上側と下側の通しダイアフラム２２の下側とにおいて、鉄筋コンクリート梁１０
の材端と鋼管柱２０の外壁面とが離間している。
【００４１】
　かかる構成の接合構造によれば、鉄筋コンクリート梁１０に曲げモーメントが作用して
鉄筋コンクリート梁１０の材端の上下一方側に圧縮応力が生じた際に、鋼管柱２０のダイ
アフラム部２２Ａと内ダイアフラム２４との間の部分に、鉄筋コンクリート梁１０から作
用する押圧力を緩和できる。これにより、鉄筋コンクリート梁１０に曲げモーメントが作
用した際に、鋼管柱２０のダイアフラム部２２Ａと内ダイアフラム２４との間の部分に生
じる変形を抑えることができ、鉄筋コンクリート梁１０の曲げ性能を十分に発揮させるこ
とができる。
【００４２】
　なお、上述の実施形態は、本発明の理解を容易にするためのものであり、本発明を限定
するものではない。本発明はその趣旨を逸脱することなく、変更、改良され得ると共に本
発明にはその等価物が含まれることは勿論である。例えば、上述の実施形態では、補強リ
ブ４０、４２を内ダイアフラム２４に溶接したが、通しダイアフラム２２に溶接してもよ
く、内ダイアフラム２４と通しダイアフラム２２との双方に溶接してもよい。
【００４３】
　また、上述の実施形態では、補強リブ４０、４２を、補強部材として設けたが、補強部
材の形状としては、ブロックや波板等、様々なものを選択できる。また、補強部材を鋼管
柱２０及びダイアフラムに固定する方法は、溶接に限らず、ボルトによる締結や、両者の
組み合わせ等にしてもよい。また、上述の実施形態では、梁主筋１２をネジ節鉄筋とし、
ネジ式機械式継手を用いて、梁主筋１２を通しダイアフラム２２に定着させたが、通しダ
イアフラム２２の鉄筋定着部２２Ｂに鉄筋挿入孔を形成し、該鉄筋挿入孔に梁主筋を挿入
してグラウトを充填することにより、梁主筋を通しダイアフラムに定着させてもよい。ま
た、上述の実施形態では、鉄筋コンクリート梁１０の上下に２段の梁主筋１２を配筋した
が、梁主筋１２は１段でも３段でもよい。さらに、上述の実施形態では、鋼管柱２０を逆
打ち支柱としたが、これに限らず、上部架構の柱としてもよい。
【符号の説明】
【００４４】



(8) JP 6390360 B2 2018.9.19

１０　鉄筋コンクリート梁、１２　梁主筋、１４　梁あばら筋、２０　鋼管柱、２０Ａ　
仕口部、２０Ｂ　柱部、２２　通しダイアフラム、２２Ａ　ダイアフラム部、２２Ｂ　鉄
筋定着部、２４　内ダイアフラム、３０　鉄筋定着機構、３２　鋼板、３２Ａ　貫通孔、
３４　鉄筋接続用カプラー、４０　補強リブ、４２　補強リブ、４４　緩衝材
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